
第４章
賃金関係

（絶対的必要記載事項　その３）



1 賃金とは
１　賃金の定義

賃金とは、賃金、給料、手当、賞与その他名称のいかんを問わず、労働の対償と
して使用者が労働者に支払うすべてのものをいいます（労基法第 11 条）。

ストック・オプション制度から得られる利益は、それが発生する時期及び額とも
に労働者の判断に委ねられているため、労働の対償ではなく、労基法第 11 条の賃
金にはあたりません。ただし、ストック・オプションは労働条件の一部であり、ま
た、労働者に対して当該制度を創設した場合、労基法第 89 条第 10 号の適用を受
けるものであり、就業規則に定める必要があります（平 9.6.1 基発 412 号）。

２　就業規則に定めなければならない賃金に関する事項
賃金の決定、計算及び支払の方法、賃金の締切り及び支払の時期並びに昇給に関

する事項は、就業規則の絶対的記載事項に当たります。
就業規則には、会社が支払う全ての賃金を明らかにしておく必要があります。
基本給については、賃金支払区分の別（月給制、日給月給制（定額賃金制の一形

態で、月給を定め、欠勤した場合にその日数分だけの賃金を差し引くという形の月
給制）、日給制（１日の所定労働時間に対して賃金額が決められるもの）、時間給、
出来高給など）も明らかにしておきます。

諸手当も可能な限り、金額または算定基礎となる基本給等に対する率や支給条件
を明らかにしておくべきです。ただし、諸手当については、どのような手当を設け
るか、その金額などについて、地域や業界での一般的な水準等を勘案しながら、各
事業場の実態に応じて個別に検討することとなるでしょう。

なお、出来高払制であっても、労働時間に応じ一定額の賃金を保障することが義
務付けられています（労基法第 27 条）。保障額は、法の趣旨からして「常に通常
の実収賃金と余りへだたらない程度の収入が保障されるよう保障給の額を定めるべ
き」（昭 63.3.14 基発 150 号）とされており、目安としては、少なくとも平均賃金
の 60％程度を保障するのが望ましいでしょう。

３　最低賃金との関係
使用者は最低賃金法に基づき決定される最低賃金額以上の賃金を支払わなければ

なりません。
賃金が最低賃金額以下となっているか否かは、①時間給の場合は、当該時間給を
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最低賃金額と比較、②日、週又は月によって定められた賃金の場合は、その期間に
おける所定労働時間数で除して時間当たりの額を算出し、最低賃金額と比較して判
断します。

また、この額の比較に当たっては、賞与、臨時に支払われる賃金（結婚手当等）、
所定労働日・時間外以外の労働に対する賃金、精皆勤手当・通勤手当・家族手当は
参入しません。

（参考）厚生労働省最低賃金特設サイト
　　　 https://pc.saiteichingin.info/

なお、東京都の最低賃金は、時間額 1,013 円となっています（令和元年 10 月 1
日から）。

４　女性に関する労基法の規定
労基法では、労働者が女性であることを理由として、賃金について、男性との間

で差別的取扱いをしてはならないと定めています（労基法第 4 条）。
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2 賃金の支払い等
チェックポイント

□　賃金の支払日が毎月１回以上定められていますか？
□　 賃金から税金、社会保険料等以外のものを控除する場合は、労使協定

を締結していますか？

１　賃金支払の原則
賃金は原則として、通貨で、直接労働者に、その全額を、毎月１回以上、一定期

日に支払わなければなりません（労基法第 24 条）。
金融機関への振込みにより賃金を支払う場合は、一定の要件（労働者の同意を得

ること、労働者の指定する本人名義の口座に振込まれること、賃金の全額が所定の
支払日の午前 10 時頃までには払い出し得ること等）を満たす必要があります（労
基則第７条の２）。

●賃金の計算期間及び支払日に関する規定例

【厚生労働省発行「モデル就業規則」より】

２　欠勤等に関する控除
労働者が欠勤、遅刻、早退等をした結果、労働しなかった日・時間については賃

金を支払う必要はありませんので、使用者はその日数及び時間数に応じて賃金を減
額することも可能です。

ただし、完全月給制を取っている場合には、賃金の減額はできませんので注意し
ましょう。

（賃金の計算期間及び支払日）
第 ○条　賃金は、毎月　　日に締め切って計算し、翌月　　日に支払う。ただし、

支払日が休日に当たる場合は、その前日に繰り上げて支払う。
２ 　前項の計算期間の中途で採用された労働者又は退職した労働者については、

月額の賃金は当該計算期間の所定労働日数を基準に日割計算して支払う。
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●欠勤等の取扱いに関する規定例

【厚生労働省発行「モデル就業規則」より】
３　賃金からの控除

賃金からは、税金、社会保険料等法令で定められているものは控除することがで
きます。

しかし、それ以外の負担を控除する場合には、労働者の過半数で組織する労働組
合か労働者の過半数を代表する者との労使協定が必要です。

さらに、労働者代表との協定によって賃金から控除できるものは、購買代金、住
宅・寮その他の福利厚生施設の費用、各種生命・損害保険の保険料、組合費等内容
が明白なものに限ります。

●賃金の支払いと控除に関する規定例

【厚生労働省発行「モデル就業規則」より】

（欠勤等の扱い）
第 ○条　欠勤、遅刻、早退及び私用外出については、基本給から当該日数又は

時間分の賃金を控除する。
２ 　前項の場合、控除すべき賃金の１時間あたりの金額の計算は以下のとおり

とする。
（１）月給の場合
　　　基本給÷１か月平均所定労働時間数
　　（１か月平均所定労働時間数は第○条の算式により計算する。）

（２）日給の場合
　　　基本給÷１日の所定労働時間数

（賃金の支払と控除）
第○条 　賃金は、労働者に対し、通貨で直接その全額を支払う。
２ 　前項について、労働者が同意した場合は、労働者本人の指定する金融機関

の預貯金口座又は証券総合口座へ振込により賃金を支払う。
３　次に掲げるものは、賃金から控除する。
　1　源泉所得税
　2　住民税
　3　健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の保険料の被保険者負担分
　4 　労働者代表との書面による協定により賃金から控除することとした社宅入

居料、財形貯蓄の積立金及び組合費
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４　賃金の非常時払い
労基法では、労働者又はその収入によって生計を維持する者に出産、疾病、災害

等の臨時の出費を必要とする事情が生じた場合に、賃金支払日前であっても既往の
労働に対する賃金の支払いを請求できることとされています（労基法第２５条）。

実際に用いられる例は少ないかもしれませんが、確認的に規定しておくのがよい
でしょう。

●賃金の非常時払いに関する規定例

【厚生労働省発行「モデル就業規則」より】

（賃金の非常時払い）
第 ○条　労働者又はその収入によって生計を維持する者が、次のいずれかの場

合に該当し、そのために労働者から請求があったときは、賃金支払日前であっ
ても、既往の労働に対する賃金を支払う。

①　やむを得ない事由によって１週間以上帰郷する場合
②　結婚又は死亡の場合
③　出産、疾病又は災害の場合
④　退職又は解雇により離職した場合
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3 割増賃金
チェックポイント

□　 法定時間外労働、休日労働、深夜労働について、法定の割増率による
割増賃金を支払う規定を定めていますか？

□　 月 60 時間を超える時間外労働につき、別途法定の割増率を定めていま
すか？

１　割増賃金とは
法定労働時間を超えて労働させた場合には２割５分以上、法定休日に労働させた

場合には３割５分以上、深夜（午後１０時から午前５時までの間）に労働させた場
合には２割５分以上の割増率で計算した割増賃金をそれぞれ支払わなければなりま
せん（労基法第３７条）。

したがって、時間外労働が深夜に及んだ場合には５割以上、休日労働が深夜に及
んだ場合には６割以上の割増率で計算した割増賃金をそれぞれ支払わなければなり
ません。

また、月６０時間を超える時間外労働については、割増賃金率は５割以上となり
ます（中小企業※については令和 5 年 4 月から適用）。

※中小企業の範囲
業種 資本金の額または

出資の総額
常時使用する
労働者の数

小売業 ５，０００万円以下 又は ５０人以下
サービス業 ５，０００万円以下 又は １００人以下

卸売業 １億円以下 又は １００人以下
その他 ３億円以下 又は ３００人以下

なお、労働者に時間外・休日労働をさせる場合には３６協定を締結しなければな
らないことはいうまでもありません。
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２　いわゆる「法内残業」の取扱い
事業場で定める所定労働時間が法定労働時間よりも短い場合、所定労働時間を超

えて法定労働時間に達するまでの時間の労働（いわゆる「法内残業」）に対する賃
金については、通常の労働時間の賃金を支払えば労基法違反とはなりません。

ただし、賃金計算の方法が複雑になってしまうことから、労基法を上回る措置と
して、所定労働時間を超える労働に対して一律に割増賃金を支払う規定としている
会社もよくみられます。

３　割増賃金の算定基礎賃金
割増賃金の基礎となる賃金は、通常の労働時間又は労働日の賃金であり、以下の

手当は、算定基礎賃金に算入しないことが法令で認められています（労基法第 37
条第５項、労基則第 21 条）。これらの手当を除外するに当たっては、単に名称に
よるのでなく、その実質によって判断しなければなりません。
①　 家族手当
②　通勤手当
③　別居手当
④　子女教育手当
⑤　住宅手当

　 「住宅に要する費用に応じて算定される手当」をいうものであり、住宅の形態
ごとに一律に定額で支給されるもの、住宅以外の要素に応じて定額で支給され
るもの、全員一律に定額で支給されているものは、住宅手当にあたらず、算定
基礎賃金から除外されません（平 11.3.31 基発 170 号）。

⑥　臨時に支払われる賃金
⑦　１か月を超える期間ごとに支払われる賃金
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●割増賃金に関する規定例

（割増賃金）
第 ○条　時間外労働に対する割増賃金は、次の割増賃金率に基づき、次項の計

算方法により支給する。
（１ ）　１か月の時間外労働の時間数に応じた割増賃金率は、次のとおりとする。

この場合の１か月は毎月　　日を起算日とする。
①　時間外労働４５時間以下・・・２５％
②　時間外労働４５時間超～６０時間以下・・３５％
③　時間外労働６０時間超・・・・・５０％
④ 　③の時間外労働のうち代替休暇を取得した時間・・・３５％（残り１５％

の割増賃金は代替休暇に充当する。）
（２ ）１年間の時間外労働の時間数が３６０時間を超えた部分については、

４０％とする。この場合の１年は毎年　　月　　日を起算日とする。
（３ ）時間外労働に対する割増賃金の計算において、上記（１）及び（２）のい

ずれにも該当する時間外労働の時間数については、いずれか高い率で計算す
ることとする。

２　割増賃金は、次の算式により計算して支給する。
（１）　時間外労働の割増賃金
（時間外労働が 1 か月 45 時間以下の部分）

基本給＋役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　× 1.25 ×時間外労働の時間数
　　　１か月の平均所定労働時間数

（時間外労働が 1 か月 45 時間超～ 60 時間以下の部分）

基本給＋役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　× 1.35 ×時間外労働の時間数
　　　１か月の平均所定労働時間数

（時間外労働が 1 か月 60 時間を超える部分 )

基本給＋役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　× 1.50 ×時間外労働の時間数
　　　１か月の平均所定労働時間数
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【厚生労働省発行「モデル就業規則」より】

４　代替休暇
１か月に６０時間を超える時間外労働については、割増賃金率が５０％以上とさ

れていますが、労使協定により、法定割増賃金率の引上げ分の割増賃金の支払に代
えて、有給の休暇を与えることもできます（労基法第３７条第３項）。

労使協定の締結は、個々の労働者に対して代替休暇の取得を義務付けるものでは
なく、個々の労働者が自身の意思で取得するか否かを決定します。

また、代替休暇の制度を設ける場合には、休暇に関する定めの中で就業規則に記
載する必要があります。

４－１　労使協定で定める事項
①　 代替休暇として与えることができる時間の時間数の算定方法

代替休暇として与えることができる時間数の具体的な算定方法は、１か月につい
て６０時間を超えて時間外労働をさせた時間数に、（ア）労働者が代替休暇を取得
しなかった場合に支払う割増賃金率と（イ）労動者が代替休暇を取得した場合に支
払う割増賃金率との差に相当する率（以下「換算率」という。）を乗じるものとさ
れています。

（時間外労働が 1 年 360 時間を超える部分）

基本給＋役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　× 1.40 ×時間外労働の時間数
　　　１か月の平均所定労働時間数

（２）休日労働の割増賃金（法定休日に労働させた場合）

基本給＋役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　× 1.35 ×休日労働の時間数
　　　１か月の平均所定労働時間数

（３）深夜労働の割増賃金（午後 10 時から午前 5 時までの間に労働させた場合）

基本給＋役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　× 0.25 ×深夜労働の時間数
　　　１か月の平均所定労働時間数
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②　 代替休暇の単位
代替休暇の単位は、１日又は半日とされており、その一方又は両方を代替休暇の

単位として定める必要があります。
なお、「１日」とは労働者の１日の所定労働時間です。「半日」とはその二分の一

をいいますが、「半日」については必ずしも厳密に１日の所定労働時間の二分の一
とする必要はないものの、労使協定で当該事業場における「半日」の定義を定めて
おく必要があります。

③　 代替休暇を与えることができる期間
代替休暇を与えることができる期間については、時間外労働が１か月に６０時間

を超えたその月の末日の翌日から２か月以内とする必要があります。

【例】 　所定労働時間８時間の事業場において、76 時間の時間外労働をした労働者
が代替休暇の取得を求めた場合（通常の割増率が 2 割 5 分、60 時間超の割増
率が５割とする。）

16 時間（６０時間超の時間外労働）
　　　　×（0.5（60 時間超の割増率）－ 0.25（通常の割増率））
　　　　　　　　　　　　　＝４時間（代替休暇の時間）→半日の代替休暇

４－２　労働者が代替休暇の取得の意向がない場合
労働者に代替休暇の取得の意向がない場合や、労働者の意向が確認できない場合

には、60 時間超の時間外労働に対して、５割以上の率で計算した割増賃金を、残
業が発生した日の属する賃金計算期間の賃金支払日に支払う必要があります。

４－３　割増賃金支払い後に、労働者から代替休暇の取得の意向が示された場合
５割以上の率で計算した割増賃金が支払われた後に、労働者から代替休暇の取得

の意向があった場合には、代替休暇を与えることができる期間として労使協定で定
めた期間内であっても、労働者は代替休暇を取得できないことを労使協定で定める
こともできます。

逆に、代替休暇を与えることができる期間として労使協定で定めた期間内であれ
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ば労働者は代替休暇を取得できることとし、労働者が実際に代替休暇を取得したと
きは既に支払われた法定割増賃金率の引上げ分の割増賃金について精算することと
することを労使協定で定めることもできます。

４－４　 代替休暇の取得の意向があった労働者が、実際には代替休暇を取得しな
かった場合

代替休暇の取得の意向があった労働者が、実際には代替休暇を取得しなかった場
合は、通常の割増率からの引上げ分を、労働者が代替休暇を取得しないことが確定
した日の属する賃金計算期間の賃金支払日に支払う必要があります。

４－５　代替休暇と年次有給休暇との関係
労働者が代替休暇を取得して終日出勤しなかった日については、正当な手続によ

り労働者が労働義務を免除された日であることから、年次有給休暇の算定の基礎と
なる全労働日に含まれません。
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●代替休暇に関する規定例

( 代替休暇 ) 
第 ○条 　１か月の時間外労働が６０時間を超えた労働者に対して、労使協定に

基づき、次により代替休暇を与えるものとする。
２ 　代替休暇を取得できる期間は、直前の賃金締切日の翌日から起算して、翌々

月の賃金締切日までの２か月とする。
３ 　代替休暇は、半日又は１日で与える。この場合の半日とは、
　 午前 (　　　：　　　～　　　:　　　) 又は午後 (　　　：　　　～　　　:　　　)

のことをいう。
４ 　代替休暇の時間数は、１か月６０時間を超える時間外労働時間数に換算率

を乗じた時間数とする。この場合において、換算率とは、代替休暇を取得し
なかった場合に支払う割増賃金率５０％から代替休暇を取得した場合に支払
う割増賃金率３５％を差し引いた１５％とする。また、労働者が代替休暇を
取得した場合は、取得した時間数を換算率 (１５％ ) で除した時間数について
は、１５％の割増賃金の支払を要しないこととする。

５ 　代替休暇の時間数が半日又は１日に満たない端数がある場合には、その満
たない部分についても有給の休暇とし、半日又は１日の休暇として与えるこ
とができる。ただし、前項の割増賃金の支払を要しないこととなる時間の計
算においては、代替休暇の時間数を上回って休暇とした部分は算定せず、代
替休暇の時間数のみで計算することとする。

６ 　代替休暇を取得しようとする者は、１か月に６０時間を超える時間外労働
を行った月の賃金締切日の翌日から５日以内に、会社に申し出ることとする。
代替休暇取得日は、労働者の意向を踏まえ決定することとする。

７ 　会社は、前項の申出があった場合には、支払うべき割増賃金額のうち代替
休暇に代替される割増賃金額を除いた部分を通常の賃金支払日に支払うこと
とする。ただし、当該月の末日の翌日から２か月以内に取得がなされなかっ
た場合には、取得がなされないことが確定した月に係る賃金支払日に残りの
１５％の割増賃金を支払うこととする。

８ 　会社は、第６項に定める期間内に申出がなかった場合は、当該月に行われ
た時間外労働に係る割増賃金の総額を通常の賃金支払日に支払うこととする。
ただし、第６項に定める期間内に申出を行わなかった労働者から、第２項に
定める代替休暇を取得できる期間内に改めて代替休暇の取得の申出があった
場合には、会社の承認により、代替休暇を与えることができる。この場合、
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【厚生労働省発行「モデル就業規則」より】

５　１年単位の変形労働時間制におけるにおける割増賃金の精算
１年単位の変形労働時間制を採用している事業場において、入社等により対象期

間の途中から対象となった労働者や、退職等により対象期間の途中で対象でなく
なった労働者がいる場合は、１週４０時間を超えた労働時間について割増賃金を支
払わなければなりません。

●１年単位の変形労働時間制における割増賃金の精算に関する規定例

【厚生労働省発行「モデル就業規則」より】

６　割増率引上げの努力義務
１か月に 45 時間を超えて時間外労働を行う場合には、あらかじめ労使で特別条

項付きの時間外労働協定を締結する必要がありますが、下記が努力義務とされてい
ます。
①　  特別条項付きの時間外労働協定では、月 45 時間を超える時間外労働に対する

割増賃金率も定めること
②　 その率は法定割増賃金率（25％）を超える率とすること
③　 月 45 時間を超える時間外労働をできる限り短くすること
　　

代替休暇の取得があった月に係る賃金支払日に過払分の賃金を精算するもの
とする。

（１年単位の変形労働時間制に関する賃金の精算）
第 ○条　１年単位の変形労働時間制の規定により労働させた期間が当該対象期

間より短い労働者に対しては、その労働者が労働した期間を平均し１週間当
たり４０時間を超えて労働させた時間（前条の規定による割増賃金を支払っ
た時間を除く。）については、前条の時間外労働についての割増賃金の算式中
の割増率を０．２５として計算した割増賃金を支払う。
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4 休暇等の賃金
チェックポイント

□　 労働者が年次有給休暇を取得した場合の賃金の支払方法を定めていま
すか？

□　その他の休暇・休業等についての賃金の取扱いを定めていますか？

１　年次有給休暇についての賃金
労働者が年次有給休暇を取得した場合の賃金は、

①　 平均賃金
②　 所定労働時間働いたときに支払われる通常の賃金
③　 健康保険法第４０条第１項に定める標準報酬月額の３０分の１に相当する額

（１の位は四捨五入）
※労働者代表との書面による協定が必要

のいずれかの方法で支払わなければならず、いずれの方法で支払うのかを就業規則
等に定めなければなりません（労基法第３９条第７項）。

２　その他の休暇・休業についての賃金
産前産後の休業期間、育児時間、生理休暇、母性健康管理のための休暇、育児・

介護休業法に基づく育児休業期間、介護休業期間、子の看護休暇期間及び介護休暇
期間などの法令で定められている休暇・休業等や、慶弔休暇、病気休暇、休職など
の使用者が任意に定めた休暇等の期間の賃金の取扱いについても定めておく必要が
あります。

無給とするか有給とするか、有給とする場合は支給基準をできるだけ具体的に定
めてください。

３　平均賃金とは
平均賃金とは、原則として、直前３か月の賃金総額を３ヶ月間の総日数（歴日数）

で除した金額を指します。賃金締切日がある場合には、算定事由発生日の直前の賃
金締切日から起算することとされています（労基法第１２条）。

平均賃金は、上記の年次有給休暇取得時の賃金のほか、①解雇予告手当、②休業
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手当、③休業補償等の災害補償、④減給制裁の制限など、労働基準法等で定められ
ている手当等の額を算定するときなどの基準としても使われます。

３－１　平均賃金の算定において除外するもの
次の期間がある場合は、その日数及び賃金額は算定の期間および賃金総額から除

きます。
①　 業務上負傷し、または疾病にかかり療養のために休業した期間
②　 産前産後の休業した期間
③　 使用者の責任によって休業した期間
④　 育児・介護休業期間
⑤　 試用期間

また、次の賃金についても賃金総額から除きます。
①　 臨時に支払われた賃金（私傷病手当､ 結婚手当､ 退職金、加療見舞金等、臨時

的・突発的な事由に基づいて支払われるもの、又は支給事由の発生が不確定で、
且つまれに発生するもの）

②　 ３か月を超える期間毎に支払われる賃金（半期毎の賞与など。賞与であっても
３か月毎に支払われる場合は参入されます）

③　 通貨以外のもので支払われた賃金で、一定の範囲に属しないもの

３－２　最低保障額
賃金が日額や出来高給で決められ労働日数が少ない場合には、最低保障として、

総額を労働日数で除した６割に当たる額が高い場合にはその額が適用されます。
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●休暇等の賃金に関する規定例

【厚生労働省発行「モデル就業規則」より】

（休暇等の賃金）
第 ○条 　年次有給休暇の期間は、所定労働時間労働したときに支払われる通常

の賃金を支払う。
２ 　産前産後の休業期間、育児時間、生理休暇、母性健康管理のための休暇、育児・

介護休業法に基づく育児休業期間、介護休業期間、子の看護休暇期間及び介
護休暇期間、裁判員等のための休暇の期間は、無給　／　通常の賃金を支払
うこと　とする。

３ 　第○条に定める休職期間中は、原則として賃金を支給しない（　　か月ま
では　　割を支給する）。
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5 休業手当
チェックポイント

□　 会社都合により、労働者を休業させた場合の休業手当の規定を定めて
いますか？

労働基準法上は、会社側の都合（使用者の責に帰すべき事由）により、所定労働
日に労働者を休業させた場合には、平均賃金の６０％以上の休業手当を支払わなけ
ればなりません ( 労基法第２６条 )。

１日の所定労働時間の一部のみ会社側の都合で休業させた場合についても、現実
に就労した時間に対して支払われる賃金がその日１日分の平均賃金の６０％に満た
ないときは、その差額を支払わなければなりません。

●休業手当に関する規定例

【厚生労働省発行「モデル就業規則」より】

（会社都合による休業の場合の賃金）
第 ○条 　会社側の都合により、所定労働日に労働者を休業させた場合は、休業

１日につき労基法第１２条に規定する平均賃金の６割を支給する。この場合
において、１日のうちの一部を休業させた場合にあっては、その日の賃金に
ついては労基法第２６条に定めるところにより、平均賃金の６割に相当する
賃金を保障する。
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6 昇給
昇給に関する事項は、就業規則の絶対的必要記載事項に当たります。
昇給期間、昇給率などの昇給の条件をできるだけ具体的に定めておきましょう。

●昇給に関する規定例

【厚生労働省発行「モデル就業規則」より】

（昇給）
第 ○条　昇給は、勤務成績その他が良好な労働者について、毎年　　月　　日

をもって行うものとする。ただし、会社の業績の著しい低下その他やむを得
ない事由がある場合は、行わないことがある。

２ 　顕著な業績が認められた労働者については、前項の規定にかかわらず昇給
を行うことがある。

３　昇給額は、労働者の勤務成績等を考慮して各人ごとに決定する。
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